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特集/グローバル社会との接点
新しい株式会社制度の創設
一資本主義と法人制度の嘘からはじまる新経営学-
小 島 大 穂
要旨
本論文では､日本の経済および経営は21世紀に入って劇的な質的変
化が起こっていることと､企業経営は経営の自己改革だけではどうに
もならず､政治や経済の影響を多大に受けていること､の2つを常に
脳裏に置き論じていく｡そして､この経営学に関する問題意識を基に
して､経営学の検討対象の中心である株式会社の限界を徹底的に検討
する｡
今までの議論は株式会社の存在を前提とし､その制度的細部の改正
に議論が集中していた｡しかし､それで､現代の社会システムを維持
していけるのかという疑問が浮かび上がるのである｡ 社会システムの
なかの経営学､そして株式会社､くわえて会社制度の進化について､
じっくりと考える発端にしたいのである｡
キーワー ド:株式会社 株主総会 資本市場 総合統治政策
コーポレー ト･ガバナンス
1 人の本質と企業の本質
現代の経営学を検討するにあたって､大前提となるべき基礎的視点は､常に
更新されなければならない｡もちろん､史的に検討するなかで､普遍性を発見
する努力を惜しんではならない｡しかし､今はまさに､誤解を恐れずにいうと､
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表 1 株式会社の問題における2側面
検討の種類 問題提起 備考
(1)株式会社の史的検討 歴史的に如何に必要とさ 変容の先の将来を見据え
れシステムが変容してき たうえでの史的検討する
たのか? こと〇
(2)現代株式会社の個別的 現代的潮流に如何に対応 現代の社会システムと資
(出所)筆者作成｡
｢古｣よりも ｢新｣を優先した議論をする必要に迫られているのである｡
そこで､本論文では､日本の経済および経営は21世紀に入って劇的な質的変
化が起こっていることと､企業経営は経営の自己改革だけではどうにもならず､
政治や経済の影響を多大に受けていること､の2つを常に脳裏に置き論じてい
く｡今日では､1世紀にわたる経営学の歴史を基礎にして､実学を中心とする
経験科学的なものの捉え方をする経営学と､企業の本質を解決するための論理
的なものの捉え方をする経営学が存在するのである｡しかし､経営学の中心的
検討課題は､企業自体であり､しかも大規模株式会社である｡
さて､本論文では､上記の経営学に関する問題意識を基にして､経営学の検
討対象の中心である株式会社の限界を徹底的に検討する｡今までの議論は株式
会社の存在を前提とし､その制度的細部の改正に議論が集中していた｡しかし､
このようなもので､現代の社会システムを維持していけるのかという疑問が浮
かび上がるのである｡社会システムのなかの経営学､そして株式会社､くわえ
て会社制度の進化について､じっくりと考える発端にしたい｡
2 株式会社の基本理念と現代的課題
2.1 株式会社の史的検討と個別的問題検討
今まで数多くの経営学の方法論に関する議論がされてきた｡しかし､私は､
この膨大な研究成果をあえて無視して､経営学はシステム論として論じるべき
だとし､論を立てていく1｡ ここでの主題の設定は､経営学でもあり､経営学
自体ではないという､実に絶妙かつデリケー トな内容を含む｡そのため､古典
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的な議論をいちいち論じることに重きを置く必要がないと判断する｡
経営における主役は､株式会社である｡しかも､証券市場に上場している公
開会社である｡これを否定する者はいないであろう｡この株式会社という存在
は､｢これに代わるシステムがない からベターな産物として存在する｣ と表現
するのが最もしっくりいく｡
現代の株式会社に関する問題点を理解するためには､2つの側面から検討を
加える必要がある｡それは､株式会社の史的検討 (歴史的に如何に必要とされ
システムが変容してきたのか)と､現代株式会社の個別的問題検討 (現代的潮
流に如何に対応できていないのか)である｡そして､表1のように､これら(1)
と(2)を検討することによって､株式会社論ともいうべき､現代経営学の基本
中の基本を解明し､今後の会社制度を見通する必要がある｡
だが､本格的検討を始める前に､株式会社論の性格について論じる必要があ
る｡株式会社論は､常に未来志向的な論となるはずである｡それは､資本市場
という欲望の塊のようなプレーヤーとしての宿命でもある｡つまり､欲望の先
には､｢もっともっと｣という感情が支配しており､株式会社もシステムとし
ての変革を常に ｢もっともっと｣稼げる会社制度を追求するはずなのである｡
欲望と抑制のバランスのなかで､将来を見通してい かなければならないのは当
然である｡これを理解したうえで､株式会社論の多くは､その限界について論
じ､その先の新システムに関する建設的な論でなくてほならないとも導くこと
ができるのである｡
2.2会社と人の密接な関係
会社は実在しない｡会社というものは､目に見えないし動きもしない｡この
世の中の主役は人であり､会社というのも人がつくった創造物なのである｡だ
が､会社の前に人というのがあるのは分かるが､今度は､人というものの心と
機能の構造を理解しようとすると､まだまだ未解明である事だらけである｡つ
まり､いまだ人の本質的な解明がなされていない状態で､その人が創造した株
式会社をはじめとする会社制度が完全であるわけがない｡そうであるからこそ､
スポーツの世界で､自国に有利になるようにオリンピックごとにルールを変更す
る多くのスポーツ競技のごとく､株式会社をはじめとする会社制度も､欲望に基
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人
図1 人と経営者と市場の性質
(出所)筆者作成｡
づい た窓意的な制度設計と運用がなされているといっても､全く不思議ではない｡
このように､人と会社を切り離して考え､くわえて二段階で捉えることによ
り､い くつかの問題点が明らかになってくるのである｡このことは､少々､本
筋からは離れるが､コーポレー ト･ガバナンス論や企業倫理論､そして社会的
責任論などにも通じる基礎的な考えとなりうる｡ 特に､企業倫理論などを検討
する場合に､人と会社を特に切り離したりすることはないのだ｡企業倫理論な
どの分野こそ､人の社会 (市民社会)のなかから会社の生まれた経緯や会社制
度が発足した後の人と会社の関わり (広義の権利義務関係)について考えるべ
きなのである2｡
2.3資本市場と株式会社
株式会社論は､資本市場論と実に密接な関わり合いがある｡ 多くの者は､今
日の資本市場は確立しきっていると考えているが､全く逆なのである｡このよ
うに考えない人は､何らかの理由でわざと真実を直視しようとしないのか､あ
るいは嘘の嘘は真実といわんばかりに､嘘で塗り固められた状態を真実だと考
えてしまっているのかの､どちらかである｡このような実に歪で､正常な精神
状態を持っている人間は一瞬でも身を置きたくない状態が､今日の世界で中心
的な土俵であることに対して､あまり驚かないし､逆に人間社会というものの
本質である｡ このことはある程度､認めざるを得ない｡
ただし､一つだけ譲れないことがある｡ それは､歪な資本市場であっても､
そこで活躍するプレーヤーたる株式会社は､健全でいようと努力するべきであ
ることである｡制度は､様々な思惑で動く｡ また､人も欲望で動く｡ しかし､
経営者は､その狭間の存在として､両者を良く理解したうえで､身を律した経
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営行動をする気持ちこそが､社会的責任や企業倫理の本質であろうと考えるの
である｡
そのために､株式会社をはじめとする会社という組織は､自浄能力と成長能
力の2つの能力を機能として持ち合わせることが重要なのである｡そして､こ
の2つの能力を発揮する主体が経営者なのである｡たとえば､まず､自助能力
は､自己変革能力とも言い換えることができよう｡また､成長能力は､組織と
人の同質化能力とも言い換えることができよう｡
3 資本市場と監視者の馴れ合い
3.1 市場の番人としての公認会計士
経営者の能力とは別に､市場の能力も検討しなければならない｡市場という
のは､証券市場における株価の上下という意味ではない｡人という社会性をも
持ち合わせた存在ではなく､人のなかから社会性を除いた部分であると規定す
る｡このような市場の代表者が公認会計士である｡なぜならば､会社に対して
客観的に (そうであるかは別として)アプローチすることができる制度上の役
割と責任を持つからである｡
この公認会計士制度は､一考の余地が多分にある制度である｡時々､公認会
計士を指して､市場の番人ということがあるが､果たしてそうであろうか｡公
認会計士制度の一番の問題は､報酬をもらっている先に対して､厳しい態度で
監査することができるのかという点にある｡母さんに財布を握られている親父
のようなもので､時々思いついたことを独り言のようにいうが､全く影響力の
ないようなものである｡
もう一つ､見逃してならないのは､既存の学問としての監査論である｡監査
論は､手続き論と監査理論の大きく分けて2つに分類されるが､特に監査理論
は､公認会計士の言い逃れに終始する理屈を理論と呼んでいるだけである｡
3.2 監査論と公認会計士制度の嘘
たとえば､｢二重責任の原則｣とは､監査論において､最初に頭に入れるこ
とが必要とされる基本概念であるが､これが実におかしいのである｡二重責任
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の原則とは､あくまでも財務諸表の作成主体は経営者にあり､責任も経営者に
あるということである｡そして､公認会計士は､作成責任を負わないのである
から､最終的責任を負うことがないとい う ｡
しかし､公認会計士が活動する市場経済のなかで一番重視されるのは､市場
の信頼のはずである｡その信頼とは､市場全体に対する制度的信頼と､個別の
機関に対する機関的信頼から成り立っと考えている｡その場合に､制度的信頼
を基盤として､機関的信頼が存在するのは明白なのであるから､公認会計士は､
2つの信頼を得なければならないのである｡つまり､公認会計士は､機関的信
頼という公認会計士制度に対する信頼を関わり合いのある者から得るのと同時
に､公認会計士制度のおかれている市場全体のなかの一部分としての役割を有
して信頼を得て､活動することが求められているのである｡ようするに､二重
責任の原則という ｢原則｣という言葉でごまかした制度を作り上げているので
ある｡その多くの役割を担っているのが､監査論なのである｡
監査論は､実に異質な学問である｡それは､多分に監査実務に関係するから､
実務家の意見が反映されているからだと容易に想像がつくが､そのような理由
だけではない｡簡単に説明すると､企業監視機関 (公機関)と公認会計士 (公
機関と私機関の中間)が､監査実務指針を事実上策定しているのであるから､
客観性に疑問符がつくのである｡ここからも､監査論の成り立ちと役割につい
て､もう一度深く研究することが重要なのだと理解することができよう｡
なにはともあれ公認会計士制度は､大幅な改革あるいは廃止をする必要があ
る｡資本主義制度と株式会社制度を定着させるための､一過性の制度であった
と評価されるのは必然であると考える｡
3.3 監査論の嘘
監査論はもっぱら公認会計士論なのである｡それはどういうことかというと､
監査役に関する実務指針があっても､監査役論になりえる考え方が､皆無に等
しいことからも理解できる｡つまり､監査役は､会社内部の機関であり､公認
会計士のようにいわゆる ｢市場の番人｣のような役職とは､全く異なっている
ということなのであろうか｡
だが､このように考えても二重の違和感が生じることになる｡つまり､現在
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の監査役には､違法性監査が主たる業務であり､業務監査の役割を有していな
いというのである｡このように､監査役は法令に適合しているかどうかの判断
だけをしていれば良く､業務の適正に関する判断をしなくて良いというのは､
市場の期待と乗離したものである｡やはり､ここでも監査役の責任逃れと､経
営者から監査役機関-の骨抜きの理論が､まかり通っているのである｡
それにしても､監査役という言葉がいけない｡これは､一説によると､株式
会社制度の骨格を形作った頃に､立法作業中の誤訳から ｢監査｣という言葉を
使用してしまい､その流れで､監査役という機関名になってしまったという｡
このような監査役であるが､業務監査ができないとはどういうことなのであろ
うか｡また､法令に適合しているかどうかの監査しか監査役の役割がないとい
うのは､あまりにも中途半端といわざるを得ないのではないであろうか｡
経営者は､法令に監査役の設置が義務付けられているから仕方なく設置して
いるが､自己をチェックしてもらいたくない､ましてや業務に口を出されるな
んて耐えられないという思いがある｡また､監査役自身は､経営者でもないの
に大それた仕事をして､もし万が一の時に､責任をとりたくないという職場が
茶飲み場のような場所であってほしいという思いがある｡そして､公認会計士
は､会計の専門家でもないくせに会社の経営に口を出し､ましてや会計監査に
まで口を出してほしくないという思いがある｡それぞれの共通する総意によっ
て､監査役制度は骨抜きになっているのである｡つまり､監査役が無機能化す
るのは当然というより､無機能化することを誰もが求めた結果なのである｡
4 会社内部機関の馴れ合い
4,1 株主総会の機能と特殊性
株主総会は､会社の基本的事項について決定する機関である｡お金を出した
出資者が株主となり､株式に付与された議決権に基づいて､会社法上の権利を
行使することができるのである｡これを詳しく検討すると､株主総会の権限は､
会社法295条 1項に､｢株主総会は､この法律に規定する事項及び株式会社の組
織､運営､管理その他株式会社に関する一切の事項について決議をすることが
できる｡｣として､また多くの上場企業があてはまると考えられる取締役会設
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図2 監査役設置会社の組織図
(出所)筆者作成｡
置会社の株主総会の権限は､2項において､｢前項の規定にかかわらず､取締
役会設置会社においては､株主総会は､この法律に規定する事項及び定款で定
めた事項に限り､決議をすることができる｡｣とする｡つまり､大ざっばにい
うとお金で会社の権利を買うといったところだろう｡
株式会社の仕組みは､国家の仕組みを真似て作られたものである｡そのため
株主総会の仕組みと国会の仕組みを比較すると､なるほど良く似ている制度で
民主的な運営が保障されていると錯覚をしそうである｡だが､根本的に制度設
計上で異なることは､株式1株に1議決権であることと､有権者1人に1票と
いうことである｡つまり､会社の生命線である迅速な意思決定を尊重した制度
設計を､会社制度は整えているのである｡
民主的な運営に加えて､1株式1議決権制度を導入することになったのだが､
株主はいくつでも株式を有することができて､1株主1議決権ではなく､1株
式 1議決権としたのである｡これにより､多くの日本企業は､株式を相互に持
ち合ったり､経営者と仲の良い会社や個人に株式を保有してもらったりして､
経営者の意思と株主の意思を同化させることができるのである｡しかも､全て
の株式の同意を得ることが必要なく､原則として出席株主の過半数でよいので
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あるから､総株主の過半数を持たなくても､会社の意思として反映させること
ができることに注目するべきなのである｡
4.2 株式会社の自助能力
今日の株式会社 (公開会社)は自助能力を全く発揮していない｡たとえば､
ライブドア事件を検討すると､如何に株式会社制度が脆弱で機能不全なのかが
良く理解できる｡それでは､図2を基にしながら論じていく｡
まず､ライブドアの株主総会は､もともと設立間もないオーナー会社であっ
たため､多くの株式を経営者が保有しており､その他の株主も､当該会社の経
営政策の一環として個人株主を多く擁しており､議決権行使は､いわゆる経営
者支配状態と経営者実質支配状態が重なり､経営者に名実ともに支配権が存在
していると評価することができる｡
つぎに､取締役会と代表取締役は､もちろん､株主総会が経営者によって握
られているので､取締役は経営者 (社長)の一存で決まることになり､そのよ
うな状態で構成される取締役会は､経営者の意向通りの代表取締役を選任する
ことになるのは､容易に想像がつく｡
さらに､監査役は､これも株主総会で選任される機関であるので､経営者が
実質選任権を持っているに等しい｡そうすると､自分を選んでもらった経営者
に対して､監査役が会社法上認められている力を行使してまで経営者に盾を突
くはずがない｡なぜならば､次回の任期満了の株主総会で､その監査役が選ば
れるわけがない からである｡もし､経営者に対してのモノを申す監査役を認め
ようとする気概の経営者がいるとするならば､その経営者は､監査役という役
職などに選任しないで､モノを申す監査役を､自分の側近として取締役にして
いるはずである｡このように考えると､監査役という機関が市場から ｢会社の
盲腸｣とか ｢閑茶役｣ といわれるのも領けるのである｡
最後に､ライブドア事件で最大の問題が､公認会計士の機能不全である｡会
社のなかで独立性の一番強い機関が公認会計士である｡つまり､公認会計士の
役割には､市場の信頼に基づいた制度であることと､監査報告書で意見表明す
ることが求められており､制度的に法的強権性を担保しているのである｡
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図3 学者､実務家､経営者の関係
(出所)筆者作成｡
5 総合的な会社制度の確立に向けて
5.1 市場の規範 (意向 ･意志)中心の機関論への転換
今日の会社制度は､総合的に制度全体としてうまく機能しているようにみえ
ても､それらを構成する各機関は､お互いの利益と保身によって､細部の制度
を構成しているといっても過言ではない｡そのため､コーポレー ト･ガバナン
ス論において､会社を統制させるための仕組みなどを検討するとき､会社全体
の制度的欠陥をあまり指摘しないで､つまり､株式会社と資本市場の関わりや､
株式会社制度の是非を指摘しないで､制度の細部について議論が集中するのは､
至極当然のことなのである｡
ただ､細部だけの議論の前に､｢会社論｣ともいうべき､会社制度論を確立
していないと､各制度の話を進めていくうえで､障害が発生することなのであ
ろう｡この会社制度論は､常に市場の意向と意志､つまり市場の規範を求める
ことを第-として､各理論を構成して､会社諸制度の目的と役割､そして機能
を決めなければならないのである｡この役割を担っているのが経営学者なので
ある｡
しかし､図3のごとく､今日の経営学者は､経営者や実務家との交流も少な
く､相手にもされていない｡この理由は､経営学が実学であることに由来し､
経営学者が実務家でも経営者でもない から､会社内部に取り入れても役に立た
ないし､アドバイスを受けようにも細かな専門的なことは答えられない､とい
う2つにあると思われる｡事実､日本の企業で､会社の取締役や監査役などの
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表 2 会社を設立する要件の変化
名称 年代 内容 問題や課題
会社特許主義 17世紀頃から 国王や君主の許可が根拠 窓意的に直接的に運用さ
となり会社を設立するこができるo れる可能性があるo
会社準則主義 20世紀頃から あらかじめ策定されたルー 法令により制度を決める
ル (多くの場合は法令) ことになるため､悉意的
に適合していれば､誰で に間接的に運用される可
も会社を設立することができるo 能性がある○
(出所)筆者作成｡
機関内部に経営学者が就いている事実は､探すことの方が困難なくらい希であ
る｡つまり､経営者と実務家からは､完全に断絶された状態にあるということ
ができる｡
このような経営学者の事態を嘆き悲しんではいない｡経営学者がどのような
存在であろうと､実態として会社経営は動いているのであるから､実体経済-
の影響や心配をすることなど何もないのである｡しかし､会社経営について心
配がないとしても､もっと大きなことを心配しなければならない｡それは､客
観的な立場で随時進化させなければならない会社制度の心配なのである｡ ここ
まで､何度も言及しているように､人の欲望､会社の本質からすると､一歩間
違えば､それぞれの機能に流された極端な制度設計となる可能性が大きいので
ある｡会社の機関に属する人々は､それぞれのミッションを持って主体的に働
いている｡しかし､客観的に見つめる人こそ､自由活発な市場経済のなかでは
必要なのであり､それが経営学者の役割なのだと考えるのである｡
今日の会社制度は､会社自身の自立性を縛ろうとする動きにある｡たとえば､
社外取締役の強制設置であるとか､役員報酬の個別開示などである｡これらの
流れは､今まで徐々に醸成してきた各会社の自助能力を根本的に無とする愚策
である｡本来､株式会社をはじめとする諸会社制度は､自由であるべきである｡
表 2のように､会社設立時の認可や許可の歴史的な流れを検討すると､現在で
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は準則主義つまり､法に則っていれば､誰でも会社を作成することができると
いう設立手続きになっている｡もし､このままの自由経済社会が継続していく
ならば､登記もなしに､会社が認められるという流れにいくように思われる｡
5.2包括的な経営と政治と経済の関係確立
経営学を高度なシステム論として基礎付け､経営システムを中心に検討して､
効率的かつ健全な経営を求めたとしても､すぐに限界を認めなければならない｡
なぜならば､冒頭に記したように､現代は大規模株式会社の改革だけでは､如
何ともし難い 大きな壁があるからである｡その壁とは､｢経済｣と ｢政治｣の
2つの鍵概念に凝縮されるのである｡
会社制度が生まれた頃の経済規模は､朝市程度の市場規模でしかなかった｡
それが､会社制度が整備されていくにつれ､そして貨幣とともに有価証券の価
値が安定するにつれて､経済の規模と範囲が拡大していったのである｡これま
での市民生活での関心事は､もっぱら政治であり､国の混乱ごとは政治に全て
が繋がっていた｡この時から､徐々に､経済が独立していくことになる｡自由
主義経済の拡大とともに､政治は､財政政策と金融政策のみを保持する役割を
持つだけとなり､経済は独立していったのであった｡そして､今日では､金融
政策も銀行に対する規制を緩和するだけとなり､一般企業に対しては､影響力
を行使できず､独立性が高まっているのである｡
それからさらに時は流れ､経済も会社のなかでも､株式会社の発達が目まぐ
るしく､経済を動かす中心的存在が株式会社に躍り出ると､当然のことながら､
株式会社の陰と陽が､経済の陰と陽に比例することになる｡そこから､経営が
経済から独立することになり､株式会社の学としての独り立ちをするに至った
のであった｡
5.3 総合統治政策と経営学
つぎに､経営と ｢政治｣について考えるという筋道をたどることになろう｡
経営と政治は､派生された流れから少々距離がある｡だが､経営と政治も切っ
ても切れない関係にある｡直接的な関係が薄くても､経営を企業､政治を立法
府として具体的に表すと､分かりやすくなるであろう｡つまり､立法府におい
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て会社制度､なかでも株式会社制度が策定されるのであり､ことさら立法政策
と会社制度には､緊密な関係があると認識しなければならないのである｡
くわえて､政治的な自由を体現するために､経営的な自由に派生することが
十分に考えられる｡つまり､政治体制が､経営体制を決定するといっても過言
ではない｡株式会社制度は､市民社会のなかから生まれた ｢自由｣という言葉
が一番似合うのであって､政治的自由が確保されていることが､存続に一番重
要な概念なのである｡このように考えると､株式会社制度は､体制関連的要因
が多分にあると考えられるのである｡
今まで論じた ｢経済｣｢政治｣そして ｢経営｣の3つを､企業の側面から捉
えると､総合統治論と呼ぶべきであろうと考えるのである｡そして､ことに企
業を扱う経営学から､積極的に ｢経済｣｢政治｣ の分野を取り入れ､学問とし
て進化させていくことが必要なのだと考えるのである｡
6 今後の社会システムのなかの会社制度
6.1 学際的かつ総合的な経営学研究
ここでは､経営 (企業研究)の視点から､総合統治論ともいうべき会社を取
り巻くシステムについて論じてきた｡消化不良のないように､できるだけ丁寧
に論じたっもりであるが､消化不良があるとするならば､それは､経済と政治
の視点からの総合統治論は如何なるものかという疑問であり問い かけであろう｡
そこで､最後に､この点について少々言及することにしたい｡
そもそも､会社というプレーヤーが重視され､いろいろなところに影響を与
える会社という存在である以上､私たちが存在する世界の全てに影響を与える
ことが当然である｡そのため､実は､｢経営の視点｣ という視点自体が､馬鹿
馬鹿しいのだと認識しなければならないのである｡
私たちは､科学というものを細分化して､世の本質に迫ろうと努力している｡
このような研究は､経営学でいう分業の如く､効率よく科学の発展に寄与して
きた方法論であると認められる｡ただ､1つの欠点は､このようにすると､い
つまで経っても解決に近づくだけで､解決をすることができないのである｡最
後の一仕事としてのまとめ上げる作業を行わないと､結論を提示することがで
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きないのである｡
このような意味での､｢総合｣という言葉を､これからは大切にしなければ
ならないのだと強く考えるのである｡もちろん､今までも似ているようなこと
を考える者がいて､よく､｢学際的研究｣の必要性が提言されてきた｡しかし､
この ｢学際的研究｣とは､複数の研究分野の融合という意味の ｢学際的｣であ
り､全ての学問分野を統合したという意味ではないのである｡ これでは､1つ
の学問分野を研究するのと､実はあまり大した差がない｡これが､｢総合的研
究｣をしなければならない大きな理由なのである｡
ただ､このように理解してくると､本論文での展開も ｢経営｣｢経済｣｢政治｣
の3分野であり､総合的ではなく学際的という位置づけなのではないかという
反論が聞こえてきそうである｡実に鋭い指摘である｡だが､企業を中心に考え
るときに､この3分野を深く理解すれば､企業の本質が浮き彫りになるととも
に､経営学の役割を提示してくれるという､現在の研究の一歩先-と進めるこ
とだけは確かなのである｡この反論には､近い将来､誠実に応えるべく研究を
公表しなければならないと強く感じているところである｡
会社制度は､いうまでもなく､無限責任形態から有限責任形態-と変化する
ことで､市場を活性化しつつ､経済の発展をもたらした｡しかし､これには歴
史的に多くの異論があったように､有限責任が最も良い形態であるはずがない｡
この有限責任の制度的根本的欠陥は､何と理屈を付けようとも､責任放棄の制
度に他ならないのである｡このようなことには､批判もあるであろうが､批判
する者も､現実に今の世界で起きていることを考えれば､理解しなければなら
ない｡
6.2 政治と経営の共通問題
ルソーは､｢イギリスの人民は自由だと思っているが､それは大間違いだ｡
彼らが自由なのは､議員を選挙する間だけのことで､議員が選ばれるやいなや､
イギリス人民はドレイとなり､無に帰してしまう3｣と論じている｡政治制度
と経営制度は密接な関係にあるのだから､経営制度にも同じことがいえるので
ある｡
ルソーの言葉は､経営学においては､人民を株主､議員を経営者に置き換え
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れば､そのまま今日の会社制度を端的に表す文章になり変わる｡｢株主は､株
式会社において全ての万能者であると思っているが､それは大間違いだ｡株主
が自由なのは､経営者を選挙する間だけのことで､経営者が選ばれるやいなや､
株主はドレイとなり､無に帰してしまう｣ということか｡だが､政治制度と経
営制度では､決定的に異なるところがある｡それは､政治の世界では1人 1票
であるが､経営の世界では1株 1票ということである｡経営の世界では､制度
的に経営者支配が起こると､株主が自由であることは､一時たりともないので
ある｡
つい最近まで､株式会社制度は､株主主権制度か否かについて真剣に議論さ
れたOこのような議論は､実に不毛である｡詳しく説明すると､株主主権かど
うかという議論が馬鹿馬鹿しいのではなく､株式会社を株主という視点で捉え
て限定して論じることに対して､馬鹿ばかしいといっているのである0
株主や従業員や経営者という役回りを演じるのは人である｡つまり､人自身
が七変化して､様々な役回りを､その時の気分で演じるのである｡利害関係者
に細分化して企業を論じてみても､人が七変化しているだけなので､無意味な
のである｡利害関係者論で語るのは､経営戦略などの企業側が極めて高度に経
営戦略を立てて､人の変化に順応した政策を実施する場合のみであって､経営
学において分類することは､意味のないことなのである｡つまり､今日の経営
学で中心的かつ基幹的な理論は､利害関係者論に依っている｡これを平然と受
け入れていること自体に､おかしさを直感的に気づくべきなのであるが､その
ような感じは､今日の実務界や学会では皆無である｡
6.3 ルソーが導く現代株式会社制度の解決策
ここでの問題提起は､株主総会が開催されているとき､および投票関係行動
が実施されているとき以外にも､直接､経営者の経営行動にアプローチできる
強力な手段を用意することが必要であるということである｡また､あらかじめ
社会的関係者が､経営陣に入ることが必要であることである｡この両側面から､
制度の再検討をしなければならないのである｡
株式会社は､有限責任制度を採用している｡今日の株主である有限責任社員
に加えて､社会責任社員を導入することを提案する｡これは､無限責任制度と
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有限責任社員の中間的意味を持つと同時に､今までにない新しい制度でもある｡
全ての会社制度の各機関を､新たな会社概念を基に､今までのフレームワー
クを基礎としつつも､各機関を抜本的に変革する必要がある｡こと日本の経営
学においては､知らずしらずのうちに､部門ごとに専門分野ごとに細分化し､
細かいコミュニティーごとにしか交流がなされてこなかった｡この影響は､会
社の各機関の発達に大きな影響を与えることになったのである｡つまり､明確
な概念 (大義)に基づいた制度改革がなされなかったのである｡一方､経営学
内部だけではなく､経営学と他の学問分野との交流も､全く実施されていない｡
これは､経営学者に無力感を与えっっ孤立感を深めている一因なのである｡こ
のような状態だと､経営学の学問としての発展も行き詰まることであろう｡
株式会社は､株式を生み出し市場を通じて資金調達することで､架空の株式
会社という擬制物たる無形資産を金銭的価値に置き換えて､流通させるという
ことを成し遂げる｡資本市場と株主会社は､自由経済を支える両輪であり､主
役であるoこのような役割を担う株主会社は､存在意義の由来を､もう一度､
認識するところから始めなければならない｡
注記補足
1 その理由は､ここで詳しく論じないoもし､この理由に興味を持った場合は､今までの
私の著書を深く読み込んでいただきたい｡
小島大徳 『企業経営原論』税務経理協会,2009年.
小島大徳 『市民社会とコーポレー ト･ガバナンス』文置堂,2007年.
小島大徳 『世界のコーポレー ト･ガバナンス原則一原則の体系化と企業の実践-』文英堂,
2004年.
2 詳 しくは､小島大徳 『市民社会とコーポレー ト･ガバナンス』文買堂,2007年,172-187
頁.を参照のこと｡
3 ルソー (著)桑原武夫 ･前川貞次郎 (釈)『社会契約論 (岩波文庫版)』岩波書店,133頁,
1954年.
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